
                                                

◎入札公告（郵便入札） 

 

 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の６の規定に基づき、一般競争入札について次のと

おり公告する。 

 

   令和８年９月７日（月） 

                                茨城県知事  大 井 川 和 彦 

 

１ 入札に付する事項 

（１）工事の名称 

     県立あすなろの郷北側進入路等道路改良舗装工事 

（２）工事の概要 

   土木一式工事 

○道路改良・舗装工事 

○道路舗装修繕工事 

・置換工（ＲＢ－４０），ｔ＝５０ｃｍ Ⅴ＝２００ｍ３ 

・側溝工（Ｕ型側溝） Ｌ＝３９９ｍ 

・側溝工（管渠型側溝） Ｌ＝５５１ｍ 

・集水桝工（プレキャスト集水桝） Ｎ＝１１箇所 

・アスファルト舗装工 Ａ＝５，８２０ｍ２ 

・区画線工（溶融式） Ｌ＝３，３３６ｍ 

   詳細については、「県立あすなろの郷北側進入路等道路改良舗装工事特記仕様書」「県立あすなろ

の郷北側進入路等道路改良舗装工事設計書」（以下、「設計図書」という）及び「建設工事請負契約

書」（以下、「契約書」という。）による。 

（３）工期 

    契約締結の翌日から令和９年３月15日（月）まで 

（４）工事場所 

茨城県立あすなろの郷 水戸市杉崎町1460 

（５）入札方法 

 ア 郵送（書留郵便に限る）による。 

入札書受領期限は、令和８年 10月６日（火）午後２時まで（必着）。 

手続きについては、入札説明書による。 

イ 落札金額確定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10パーセントに相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100 に相当する金額（消

費税及び地方消費税抜き）を入札書に記載すること。 

ウ 提出した入札書の引き換え又は変更は認めない。また、入札金額の記載ミス等の錯誤又は

積算ミス等を理由として入札価格の無効の訴えを提起できないものとする。 

エ 入札の際に、入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求める （入札

書の提出と併せて、紙により提出すること）。 

オ 入札執行回数は、１回とする。 

（６）予定価格  

１２９，０１９，０００円（消費税及び地方消費税含む） 

（７）最低制限価格 

 設定する 

（８）郵便入札のため、入札参加者の立会は認めない。 



                                                

（９）入札参加が１者のみの場合、有効な入札として取り扱う。 

 

２ 担当部局 

  〒310-8555 

  茨城県水戸市笠原町978番６ 

  茨城県福祉部障害福祉課 企画担当 （茨城県庁舎行政棟 13階）  

  電話 029-301-3357 

   メールアドレス  shofuku-kikaku@pref.ibaraki.lg.jp  

 

３ 入札参加資格 

 この工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである（※注：全てを満たすこと）。 

（１）地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当していない者であること。 

（２）地方自治法施行令第 167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者で

あること。 

（３）茨城県建設工事入札参加資格審査要項(平成７年茨城県告示第473号)に基づく一般競争入札参加資

格の認定を単体として受けている者であること。 

（４）茨城県水戸土木事務所管内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）を有すること。 

（５）土木一式工事について、建設業の許可を受けていること。 

（６）土木一式工事について、令和７・８年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登載された格

付けがＡ等級であること。  

（７）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（以下「更

生会社」という。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立てがな

されている者（以下「再生会社」という。）でないこと（更生計画の認可が決定した後又は再生計画

の認可決定が確定した後に茨城県知事が一般競争入札参加資格の再認定をした者を除く。）。 

（８）入札に参加する者が競争参加資格確認の申請を行う日から、開札予定日までの間において、茨城県

建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停止措置を受けている期間中でないこと。 

（９）土木一式工事について、契約締結日から１年７月以内の審査基準日の経営事項審査（建設業法第27

条の23第１項に定めるものをいう。）を受けている者であること。 

（10）茨城県暴力団排除条例（平成 22年茨城県条例36号）第２条第１号から同条第３号に規定する者で

ないこと。 

（11）次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を対象工事に専任で配置できること。

ただし、建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第 27 条第２項に該当する場合は専任で

の配置を要しない。 

  ア １級土木施工管理技士の資格を有する等、土木一式工事について、建設業法第 26条に規定

する者であること。 

  イ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有し、監理技術者講習を修了している者であ

ること。 

ウ 直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格申請のあった日以前に３月以上の雇用関

係がある者であること。 

  エ 競争参加資格の確認申請時に、建設業許可における営業所技術者等（営業所技術者又は特定

営業所技術者をいう。）でないこと。 

  オ 競争参加資格の確認申請時に、建設業許可における建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令

第 14号）第７条第１号に規定する常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者（経営

業務の管理責任者等）でないこと。 
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  カ 現在他の工事に配置されている主任技術者又は監理技術者若しくは建設業法第 26条第３項

第２号による監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）にあって

は、工期の始期日から配置でき、かつ本工事の着手日において専任で配置できること。ただ

し、建設業法施行令第 27条第２項に該当する場合は専任での配置を要しない。 

  キ 本工事における配置予定技術者を申請時点で一人に特定できない場合は、複数（３名まで）

の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、競争参加資格確認資料はすべての配

置予定技術者について提出するものとする。なお、落札者は、契約時に１名を選択するもの

とする。 

  ク 本工事は、建設業法第 26条第３項第１号の規定の適用を受ける監理技術者もしくは主任技

術者（以下「専任特例１号の場合の監理技術者等」という。）の配置を認めない工事である。 

ケ 本工事は、専任特例２号の場合の監理技術者の配置を認めない工事である。 

（12） 対象工事に係る積算業務等の受託者又は受託者と資本又は人事面において関連がある者でないこと。 

（13）その他、入札説明書に定める要件を満たすものであること。 

 

４ 入札説明書、設計図書及び契約書の交付期間及び場所  

（１）期間 

    入札公告の日から令和８年９月 24 日（木）までの午前９時から午後４時まで。ただし、茨

城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）に定める休日を除く。 

 （２）場所 

２の担当部局 

（３）入札説明書及び設計図書は、（２）で縦覧するほか、インターネットに公開するので、次

の場所からダウンロードすることができる。 

URL: http://ppi2.cals-ibaraki.lg.jp/koukai/do/Accepter 

 

５ 入札参加資格等の確認 

（１） この一般競争入札を希望する者は，競争入札参加者の負担において、一般競争入札参加資格確認申

請書（様式第３号）、競争参加資格確認資料（様式第４号）及び競争参加資格の裏付資料各１部を２

に示す場所に令和８年９月24日（木）午後５時までに（必着）書留郵便により提出しなければならな

い。ただし、担当部局の了解を得た場合に限り、電子メール（画像ファイル）による提出についても

可とする。（電子メールの受信可能容量は10メガバイトとなっているので、注意すること） 

３（11）に掲げる事項に該当する場合にあたっては、全ての配置予定技術者について、申請書を作

成のうえ、提出するものとする。 

また、この工事の配置予定技術者が他の工事の配置予定技術者と重複する場合には、５ (２)に係

る申請書（主任（監理）技術者重複申請調書）を提出すること。 

なお、提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなければならない。 

（２） 同一の配置予定技術者により、本工事を含めた複数の工事において参加申請しようとする場合には、 

以下により申請すること。 

ア この工事の配置予定技術者が 、他の工事の配置予定技術者と重複する場合には、５（１）と併せて 

主任（監理）技術者重複申請調書を提出すること 。 

イ 他の工事を落札したことにより申請した 配置予定技術者を 本工事に 配置できなくなった場合には、

「競争参加資格確認申請書・入札参加申込書取下げ書」を開札日時までに提出すること（紙媒体（※）

により提出すること）。 

ウ イの提出が入札書の提出後となった場合においては、当該入札は競争参加資格のない者が行ったも

のとし、無効として取り扱う。 

※ いずれも提出は書留郵便によること。 

なお、緊急やむを得ないと認められる場合には、担当部局に電話による連絡をし、取下げ書をメー



                                                

ルにより提出した上で、速やかに書面を郵送すること。ただし、担当部局の了解を得た場合に限り、

書留郵便ではなく、電子メール（画像ファイル）による提出についても可とする。 

（３）入札参加資格等の確認結果については、一般競争入札参加資格等通知書により通知する。 

（４）前項により不適合の通知を受けた者は、この一般競争入札に参加できない。 

（５）申請書及び資料の作成説明会については実施しない。 

 

６ 入札執行日時及び場所 

令和８年10月６日（火）午後３時 

茨城県福祉部障害福祉課 企画担当 （茨城県庁舎行政棟13階） 

茨城県水戸市笠原町978－6 

電話029‐301‐3357 

 

７ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 

    免除する。 

 （２）契約保証金 

    納付する。ただし、利付国債、利付茨城県債の提供又は金融機関等の保証をもって契約保

証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し又は履行

保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除する。 

 

８ 最低制限価格 

設定する。 

 

９ 入札の無効 

（１）次のいずれかに該当する場合の入札は、無効とする。 

ア 入札について談合その他不正行為があったと認められるとき 

イ 指定の日時までに入札書が提出されないとき 

ウ 記名を欠くとき 

エ 誤字又は脱字等により意思表示が不明確である入札を行ったとき 

オ 首標金額を訂正した入札を行ったとき 

カ 同一の入札に２通以上の入札を行ったとき 

キ 同一の入札に他の入札者の代理を兼ね、又は２人以上の代理をしたとき 

ク 代理人が委任状を持参しないとき 

ケ 競争参加資格のない者のした入札，申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札並び

に入札に関する条件に違反した入札の場合 

コ 他の工事を落札したことによりこの工事に配置予定として申請した技術者を配置できなく

なった者のした入札の場合 

サ 前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反して入札したとき 

（２）本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をし

た者のした入札並びに本公告に示した入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

（３）一般競争入札参加資格等確認通知書により入札参加資格があると認められた者であっても、

資格確認の日から入札日までの間に指名停止措置を受けた者のした入札は、無効とする。 

（４）入札時点において３に掲げる入札参加資格のない者のした入札は、無効とする。 

 

10 落札者の決定方法等 

（１）予定価格の制限の範囲内の価格で有効な入札をした者のうち、最低の価格の申込者を落札



                                                

者とする((3)に該当する者を除く)。ただし、その者により当該契約の内容に適合した履行が

されないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせ

ず、予定価格の制限の範囲内の価格で入札した他の者のうち、最低の価格の申込者を落札者

とする。((3)に該当する者を除く) 

（２）落札となるべき同額の入札をした者が２者以上あるときは、当該入札事務に関係のない職

員にくじを引かせて落札者の決定を行う。 

（３）最低制限価格を下回る価格をもって申込みをした者については、落札者としない。 

 

 

11 入札の辞退 

入札を希望しない場合は、入札書を提出するまでの間はいつでも辞退することができる。入札

を辞退するときは、個別の入札公告に示された入札書の提出締切日時までに辞退届を郵送（書留

郵便に限る。）により提出することができる。なお、期限までに入札書が提出されない場合には、

入札を辞退したものとみなす。 

 

12 契約書作成の要否 

  要 

 

13 その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

 （２）入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求める。 

（３）詳細は入札説明書による。 

（４）本工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基

づき、分別解体及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけられた工事である。設

計図書等に記載された処理方法及び処分場所等を参考にしたうえで入札すること。 

    なお、契約に当たり、分別解体の方法、解体工事に要する費用、再資源化等をするための施

設の名称及び所在地、再資源化に要する費用を契約書に記載する必要があることから、落札者

は落札決定後に発注者と協議すること。 

 


